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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次

第40期

第３四半期連結

累計期間

第40期

第３四半期連結

会計期間

第39期

会計期間

自平成20年

　７月１日

至平成21年

　３月31日

自平成21年

　１月１日

至平成21年

　３月31日

自平成19年

　７月１日

至平成20年

　６月30日

売上高（千円） 8,724,4721,789,53016,220,599

経常利益又は損失（△）（千円） 138,454△314,0661,885,080

四半期（当期）純利益又は損失（△）（千円） △30,646△243,673 991,979

純資産額（千円） － 10,302,65410,634,253

総資産額（千円） － 15,001,49918,181,350

１株当たり純資産額（円） － 1,623.661,702.06

１株当たり四半期（当期）純利益又は損失（△）金額（円） △4.95 △39.35 160.17

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 67.0 58.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,444,182 － 2,769,457

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△783,137 － △2,193,567

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△974,697 － △812,100

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 449,419 669,122

従業員数（人） － 533 499

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 533 (17)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 456 (6)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

EDINET提出書類

株式会社鈴木(E02058)

四半期報告書

 3/25



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当第３四半期連結会計期間における生産、受注及び販売の状況は、次のとおりであります。

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

金型（千円） 200,743

コネクタ用部品（千円） 1,209,433

半導体関連装置（千円） 110,326

合計（千円） 1,520,504

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

受注高（千円） 受注残高（千円）

金型 155,352 168,770

コネクタ用部品 1,140,543 288,708

半導体関連装置 39,897 30,012

合計 1,335,794 487,491

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

金型（千円） 348,054

コネクタ用部品（千円） 1,319,354

半導体関連装置（千円） 122,121

合計（千円） 1,789,530

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。

相手先

当第３四半期連結会計期間

（自　平成21年１月１日

  至　平成21年３月31日）

金額（千円） 割合（％）

住友電装㈱ 395,418 22.1

ＳＭＫ㈱ 242,981 13.6

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断したも

のであります。

(1)業績の状況　

  当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、米国発の金融危機の影響や急激な円高の進行などにより、企業業績が

大幅に悪化し、設備投資の減速、個人消費の停滞等、景気の後退が一段と強まり、非常に厳しい局面を迎えました。

　当社グル－プが関連する電子部品業界におきましても、携帯電話やパソコン、デジタル家電製品等の在庫及び生産調

整の影響により、昨年秋以降、特に11月よりほぼ全ての分野で急激な落ち込みとなりました。また、市況悪化により設

備投資の縮小や凍結の拡大、シェア獲得競争による価格競争激化、個人消費の更なる停滞等厳しい経営環境が続いて

おります。

　このような経営環境の中、当社グル－プは、受注製品の範囲拡大や未開拓分野参入の取組みなど受注機会拡大に努め

るとともに、製造原価低減活動や設備投資抑制、役員及び管理職給与の減額、一時帰休の実施など全社をあげて経費削

減に努めてまいりました。

　その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は17億８千９百万円となりました。利益面におきましては、営業損失

３億７千８百万円、経常損失３億１千４百万円、四半期純損失２億４千３百万円となりました。

　セグメント別の状況はつぎのとおりであります。

①金型

　第２四半期後半から設備投資抑制の影響から厳しい受注環境となっておりましたが、第３四半期に入ってからは設

備投資の先送りなどが相次ぎ、更に厳しい受注環境となりました。その結果、売上高３億４千８百万円、営業損失７千

８百万円となりました。

②コネクタ用部品

　個人消費の急激な落ち込みから、携帯電話やパソコン、デジタル家電、カ－エレクトロニクス等ほぼ全ての分野にお

ける大幅な在庫及び生産調整により、受注は急激に減少し低調な推移となりました。その結果、売上高13億１千９百万

円、営業損失１億４千９百万円となりました。

③半導体関連装置

　個人消費の冷え込み、企業業績の大幅な悪化により、設備投資の凍結、先送りが顕著となり、専用機及び実装機器関連

とも需要の大幅な減少により非常に厳しい受注環境となりました。その結果、売上高１億２千２百万円、営業損失４千

７百万円となりました。　

(2)財政状態の分析　

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は150億１百万円となり、前連結会計年度末に比べ31億７千９百万円の

減少となりました。これは主に受取手形及び売掛金の減少、投資有価証券の減少などによるものであります。

　負債は46億９千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ28億４千８百万円の減少となりました。これは主に支払手

形及び買掛金の減少などによるものであります。

　また純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ３億３千１百万円減少の103億２百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は67.0％となりました。

(3)キャッシュ・フローの状況

  当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、第２四半期連結会計

期間末に比べ２億３千６百万円減少し、４億４千９百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フロ－の状況は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

　営業活動の結果得られた資金は、８億８千４百万円となりました。主な要因は、仕入債務の減少額３億３千６百万円、

税金等調整前当期純損失３億６千６百万円により資金が減少しましたが、減価償却費４億５百万円、売上債権の減少

額10億９千万円により資金が増加したことによるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

　投資活動の結果使用した資金は、１億９千８百万円となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出９千

１百万円によるものであります。
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  （財務活動によるキャッシュ・フロ－）

　財務活動の結果使用した資金は、９億１千６百万円となりました。主な要因は、短期借入金の純減額が６億８千４百

万円、長期借入金の返済による支出が２億５千７百万円によるものであります。

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(5)研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、１千１百万円であります。

  なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状の見通し

　当社グル－プが属する電子部品、半導体業界におきましては、依然としてグロ－バルでの価格競争激化により、価格

の下落傾向が続くものと予想されます。

　当社グル－プといたしましては、一貫生産を更に成長、発展させていくための積極的な事業展開を図ってまいりま

す。また、新製品・新技術の開発により、早期商品化を目指すとともに、新分野への進出による事業機会の拡大を目指

します。併せて、コスト競争力強化、収益性向上を追及し、経営体質の強化に取り組んでまいります。

(7)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　キャッシュ・フロ－の分析については、「（3）キャッシュ・フロ－の状況」のとおりであります。

(8)経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グル－プの経営陣は、今後さらに激化するグロ－バルでの競争と、不確実性が増していく経営環境下において、

創業以来の理念である「徹底的な精度追求」に基づき、当社グル－プでしかできない微細加工に挑戦し続ける事が最

善の経営戦略であると考えております。その体制作りのための計画的な研究開発・設備投資・人材育成を継続して実

行し、製造技術力を高めることで企業体質を強化していく方針であります。また、当社グル－プが属する電子部品業界

の好不況の影響リスクを低減させるためにも、新たな価値創造として新分野への事業機会拡大を図ってまいります。

　管理面におきましては、これまでの経営改革活動を継続し、事業構造の改善と安定した収益構造の構築に取り組みま

す。また、コンプライアンスの強化を図り、併せて企業理念を浸透させることで経営基盤の強化に努めてまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　　　　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除去

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,380,000

計 22,380,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,195,000 6,195,000ジャスダック証券取引所 単元株式数/100株

計 6,195,000 6,195,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
　（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年１月１日～

平成21年３月31日
－ 6,195 － 1,435,300 － 1,439,733
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（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

 

 

 

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

　　　
1,900 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）
普通株式

　
6,192,800 61,928 同上

単元未満株式
普通株式

　　　　
300 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 6,195,000 － －

総株主の議決権 － 61,928 －

 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　鈴木
長野県須坂市大字

小河原2150番地１
1,900 － 1,900 0.03

計 － 1,900 － 1,900 0.03
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） 1,000 970 800 715 630 590 554 475 300

最低（円） 970 715 715 590 520 535 489 285 265

　（注）　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

  新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
金型製造部長兼品

質保証部管掌　
取締役　 　部品製造部長 櫻井　範夫　 平成21年１月１日

取締役

部品製造部長兼

モールド製造部管

掌

取締役　 　金型製造部長 高山　章　 平成21年１月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 826,508 954,682

受取手形及び売掛金 2,179,325 4,044,448

製品 65,564 101,924

原材料 231,529 282,313

仕掛品 317,327 588,629

貯蔵品 140,445 142,913

その他 330,194 239,044

流動資産合計 4,090,896 6,353,957

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,986,128 4,189,617

機械装置及び運搬具（純額） 3,586,724 3,640,957

土地 1,233,666 1,233,666

その他（純額） 439,467 508,281

有形固定資産合計 ※1
 9,245,987

※1
 9,572,524

無形固定資産 169,032 187,022

投資その他の資産

投資有価証券 1,169,372 1,787,361

その他 326,210 280,484

投資その他の資産合計 1,495,583 2,067,846

固定資産合計 10,910,603 11,827,393

資産合計 15,001,499 18,181,350
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 573,458 1,570,198

短期借入金 897,276 1,020,000

1年内返済予定の長期借入金 961,472 1,030,752

未払法人税等 13,872 545,935

賞与引当金 96,651 69,807

役員賞与引当金 － 63,400

その他 360,139 724,674

流動負債合計 2,902,870 5,024,767

固定負債

長期借入金 889,976 1,593,760

退職給付引当金 568,817 561,961

役員退職慰労引当金 307,530 316,290

その他 29,651 50,317

固定負債合計 1,795,974 2,522,329

負債合計 4,698,845 7,547,096

純資産の部

株主資本

資本金 1,435,300 1,435,300

資本剰余金 1,439,733 1,439,733

利益剰余金 7,135,596 7,377,982

自己株式 △937 △937

株主資本合計 10,009,692 10,252,078

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 187,916 346,615

為替換算調整勘定 △142,115 △57,670

評価・換算差額等合計 45,800 288,945

少数株主持分 247,161 93,229

純資産合計 10,302,654 10,634,253

負債純資産合計 15,001,499 18,181,350
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 8,724,472

売上原価 7,900,922

売上総利益 823,549

販売費及び一般管理費 ※1
 783,111

営業利益 40,438

営業外収益

受取利息 1,101

受取配当金 7,260

持分法による投資利益 45,979

その他 98,069

営業外収益合計 152,410

営業外費用

支払利息 50,297

その他 4,097

営業外費用合計 54,394

経常利益 138,454

特別利益

固定資産売却益 3,746

特別利益合計 3,746

特別損失

固定資産売却損 3,475

固定資産除却損 572

投資有価証券評価損 71,527

会員権評価損 18,040

その他 3,908

特別損失合計 97,522

税金等調整前四半期純利益 44,677

法人税、住民税及び事業税 16,425

法人税等調整額 78,290

法人税等合計 94,715

少数株主損失（△） △19,391

四半期純損失（△） △30,646

EDINET提出書類

株式会社鈴木(E02058)

四半期報告書

14/25



【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 1,789,530

売上原価 1,953,915

売上総損失（△） △164,385

販売費及び一般管理費 ※1
 213,912

営業損失（△） △378,298

営業外収益

受取利息 354

受取配当金 414

その他 86,670

営業外収益合計 87,439

営業外費用

支払利息 14,003

持分法による投資損失 8,423

その他 781

営業外費用合計 23,208

経常損失（△） △314,066

特別利益

固定資産売却益 1,793

特別利益合計 1,793

特別損失

固定資産除却損 37

投資有価証券評価損 53,944

特別損失合計 53,982

税金等調整前四半期純損失（△） △366,255

法人税、住民税及び事業税 △140,771

法人税等調整額 24,674

法人税等合計 △116,097

少数株主損失（△） △6,485

四半期純損失（△） △243,673
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 44,677

減価償却費 1,182,688

賞与引当金の増減額（△は減少） 26,991

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,855

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8,760

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △63,400

受取利息及び受取配当金 △8,362

支払利息 50,297

持分法による投資損益（△は益） △45,979

有形固定資産売却損益（△は益） △271

有形固定資産除却損 572

会員権評価損 18,040

投資有価証券評価損益（△は益） 71,527

売上債権の増減額（△は増加） 1,859,971

たな卸資産の増減額（△は増加） 369,520

仕入債務の増減額（△は減少） △993,500

その他 △557,110

小計 1,953,759

利息及び配当金の受取額 90,699

利息の支払額 △46,501

法人税等の支払額 △553,774

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,444,182

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △655,171

有形固定資産の売却による収入 12,788

投資有価証券の取得による支出 △16,595

投資有価証券の売却による収入 408

その他 △124,567

投資活動によるキャッシュ・フロー △783,137

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △116,520

長期借入金の返済による支出 △773,064

配当金の支払額 △166,971

少数株主からの払込みによる収入 89,698

少数株主への配当金の支払額 △7,840

財務活動によるキャッシュ・フロー △974,697

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,070

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △309,582

現金及び現金同等物の期首残高 669,122

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 89,880

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 449,419
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

1.連結の範囲に関する事項の

変更

(1)連結の範囲の変更

　第２四半期連結会計期間より、鈴木東新電子（中山）有限公司及び鈴木東新電子

（香港）有限公司は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

(2)変更後の連結子会社の数

　３社

2.会計処理基準に関する事項

の変更

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原

価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」(企業会計基準第9号　平成18年7月5日)が適用されたことに伴い、主として

総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法)により算定しております。

　これにより当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益は、それぞれ6,293千円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

1.一般債権の貸倒見積高の算定

方法

　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定しております。　

2.たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては実地たな卸を省略し、前連

結会計年度末の実地たな卸高を基礎とした合理的な方法により算出する方法によって

おります。　

3.固定資産の減価償却費の算定

方法

　減価償却費の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連

結会計年度に係わる減価償却費の額を期間按分して算定しております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び国内連結子会社の機械及び装置の耐用年数については、第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機

として見直しを行い、改正後の法定耐用年数に変更しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ34,399千円減

少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

（「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用）

　第２四半期より在外子会社を新規連結したことに伴い「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当

面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

 ※１　有形固定資産の減価償却累計額は12,154,520千円

であります。

 　２　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し、債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

須高ケーブルテレビ㈱ 12,564借入債務

 　３　受取手形割引高及び裏書譲渡高

 受取手形裏書譲渡高 53,051千円

 

 ※１　有形固定資産の減価償却累計額は11,153,630千円

であります。

 　２　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し、債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

須高ケーブルテレビ㈱ 14,642借入債務

 　３　受取手形割引高及び裏書譲渡高

 受取手形裏書譲渡高 142,730千円
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給料 250,998千円

減価償却費 59,672 

賞与引当金繰入 15,924 

役員退職慰労引当金繰入 17,870 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給料 67,581千円

減価償却費 20,259 

賞与引当金繰入 10,573 

役員退職慰労引当金繰入 6,360 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 826,508千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 377,088 

現金及び現金同等物 449,419 
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　

平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期　
連結会計期間末　

　普通株式(株) 6,195,000

２．自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期　
連結会計期間末　

　普通株式(株) 1,901

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　　　　（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年9月26日

定時株主総会
普通株式 167,213 27 平成20年6月30日平成20年9月29日利益剰余金 

　　　　（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間　　

　　　　　　 末後となるもの　　

　該当事項はありません。

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
金型
（千円）

コネクタ用部品
（千円）

半導体関連装置
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 348,0541,319,354122,1211,789,530 － 1,789,530

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
20,275 － 17,53337,808△37,808 －

計 368,3301,319,354139,6541,827,339△37,8081,789,530

営業利益又は営業損失(△) △78,152△149,567△47,878△275,598△102,699△378,298

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）

 
金型
（千円）

コネクタ用部品
（千円）

半導体関連装置
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 1,514,4196,673,095536,9578,724,472 － 8,724,472

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
70,448 － 31,628102,077△102,077 －

計 1,584,8676,673,095568,5868,826,549△102,0778,724,472

営業利益又は営業損失(△) 64,579 463,623△100,819427,382△386,94440,438

　（注）１．事業区分の方法

　　　　　　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

 　金型 プレス金型、モールド金型及びパーツ等

 　コネクタ用部品 電子部品コネクタコンタクト、自動車電装部品コネクタ、その他の電子半導体関連プレス加工品等

 　半導体関連装置 電子部品搭載装置（チップマウンター）、半導体関連装置等

３．会計処理の方法の変更等

　(棚卸資産の評価に関する会計基準)

　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.(1)に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第9号　平成18年7月5日)を適用してお

ります。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、金型

で5,739千円、コネクタ用部品で553千円減少しております。

　(追加情報)

　　　「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の機械及び装置の耐用年数については、第１四半期連

結会計期間より、法人税法の改正を契機として見直しを行い、改正後の法定耐用年数に変更しております。

　　　これにより、従来の方法に比べて当第３四半期連結累計期間の金型の営業利益が14,331千円増加し、コネクタ

用部品の営業利益が47,981千円減少し、半導体関連装置事業の営業損失が749千円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）

　海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年３月31日現在）

　有価証券については、当社の事業の運営において重要なものではないため記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年３月31日現在）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年６月30日）

１株当たり純資産額 1,623.66円 １株当たり純資産額 1,702.06円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △4.95円 １株当たり四半期純損失金額 △39.35円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（千円） △30,646 △243,673

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） △30,646 △243,673

期中平均株式数（株） 6,193,099 6,193,099
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係わる方法に準じて処理を行っており

ますが、当四半期連結累計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月14日

株式会社鈴木

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤井　靜雄　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　　崇　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鈴木の平成

20年７月１日から平成21年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鈴木及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

　　　　2.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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